
1

業種番号・業種名

　全10巻1,472業種について、各巻ごとに通番で
「1001」「2001」「3001」「4001」「5001」「6001」
「7001」「8001」「9001」「10001」から番号を付し
た。

業種分類コード

　各種最新資料を検索する際に役立つように、各
業種に該当する日本標準産業分類および帝国デー
タバンク産業分類コードを明記。各種官庁の資
料、TKC経営指標（㈱TKC）、TSR 中小企業経
営指標（㈱東京商工リサーチ）等は、日本標準産
業分類のコードに準拠しているが、㈱帝国データ
バンクの資料は独自コードである。
　細分類に該当する業種は細分類、判断が微妙な
ものは中分類もしくは大分類、特定不能なものは
「該当なし」とした。

審査の着眼点

　当該業種の融資案件取上げ時・与信判断時にお
ける検討にあたっての留意点について当該業種全
体を要約して列挙しており、審査の大要を掌握す
るための必読箇所である。個別企業の融資案件に
取り組む場合は、さらに「Ⅳ　審査のポイント」
項目内容を十分に理解し対処すべきである。な
お、その際、特に個別企業の特殊事情を勘案する
ことは必要であるが、列挙した項目と特殊事情の
いずれを優先させるかは、総合的な見地から慎重
な判断が要求される。

Ⅰ　業種の理解

〔業種の定義〕　「業種の定義」として、当該業種

がどのようなもので、何を対象としている業種か
特定する。なお、業種としての定義が確立してい
ないものについては、執筆の対象とした事業や
サービスの範囲を規定している。
〔業種の特色〕　①「業種の沿革・変遷」として、
当該業種がいつ、どこで、どのように発生・成立
したのか、その歴史と現在に至るまでの発展経緯
を紹介し、②「市場の特性・特徴」として、当該
業種の特色を概観する。
〔市場規模〕　当該業種の業者数・事業所（企業）
数、従業者数、出荷額等について、経済産業省
「工業統計表」、同「商業統計表」、総務省・経済
産業省「経済センサス」に代表される官公庁の統
計資料や業界特有のデータおよび地域データに基
づいて解説する。また、統計・データが入手でき
ない零細・特殊業界については、ヒアリングなど
により実態調査および独自資料等を活用して分析
結果を紹介した。なお、業者数、事業所数は規模
別データも掲載し、融資対象先あるいは開拓見込
先企業の業界内の位置を確認するとともに、市場
規模からは融資対象企業の今後の発展・規模拡大
の余地・限界を判定する一助としていただきた
い。
〔主要地域分布〕　当該業種の分布は全国的なの
か、一部特定地域に集中しているのかを概観し、
その業種の特徴を理解することが可能である。

Ⅱ　業界の動向

〔需給動向〕　製品・商品の生産・販売・消費量、
価格動向、輸出入動向の推移を掲載。特に、融資
対象先の生産・販売・売上推移が、需要動向にマ
ッチした動きになっているか、もし、マッチした
動きを示していない場合はその理由は何かをチェ
ックする。季節変動の項目は、季節資金需要の要
否判定に役立つ。競合関係の記述は、他業界から
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有利な長期の支払条件となっている場合、取引先
企業が事実と反する説明を行っていないかどう
か、重点的に調査する。与信判断上、取引形態、
取引条件について十分チェックする必要がある。
〔資金需要〕　設備資金、運転資金、決算資金、季
節資金等、資金使途の内容に応じて検討すべきポ
イントを指摘する。企業の資金需要は、業種・業
態によってその発生原因、資金需要の形態に差異
があるので、各業種の特性を把握する。
〔財務諸表の見方〕　業種別の経営指標（業界平均
データ）を掲載した。業種ごとの企業決算書・財
務内容の特性をふまえて、収益性、安全性、成長
性を考察。融資案件を審査する際の参考として、
事業計画モデル、採算モデル、新規開業モデル等
を可能な限り掲載した。掲載した主な経営指標
は、日本政策金融公庫総合研究所「小企業の経営
指標」、㈱TKC「TKC経営指標」、㈱東京商工リ
サーチ「TSR中小企業経営指標」など。
　また、当該業種・業界の代表的な企業（大手・
中堅企業）のデータを可能な限り掲載した。融資
先あるいは開拓対象先企業との対比により業界内
の位置づけを把握する。必要により、個別上位企
業の有価証券報告書、マーケットシェアと対比す
るのも有効である。融資対象先が上位企業の系列
企業の場合は、上位企業のシェアとその変化に注
視し、今後の受注動向を推測する。
〔キャッシュフロー分析〕　営業活動、財務活動、
投資活動によるキャッシュフローについて、業種
による特徴的な資金の流れを紹介。特に時価と乖
離した在庫などの資産項目や、不自然なキャッシ
ュフローの動きを見分けるポイントを説明する。

Ⅴ　取引推進上のポイント

〔既取引先の取引深耕〕　取引を拡大・深耕するう
えでの資金ニーズ発掘のポイント、融資案件取上
げ時の着眼点、営業推進上の留意点、および実務
アドバイスを要点解説する。また、本業強化につ
いての先進的動向を紹介するほか、業種特有の業
界構造、商品群、市場動向、外資の参入状況等を
ふまえ、経営改善・事業再生における環境と、活
用しうる手法（証券化、業務提携、M&A等）を
提示する。
〔新規取引先開拓〕　新規取引先開拓と新規開業先

の参入状況、同一業界内での競合他社との力関係
を知る手がかりとなる。技術開発・機械化の進展
の項目は、同業他社の新製品・新技術開発の動き
を知り、取引先企業が同業他社をフォローしうる
状況にあるかチェックするうえで重要である。機
械化の進展具合はどうか、取引先企業に劣後がみ
られないかを判定する。融資対象企業の今後の持
続的成長の可能性や営業方針転換の要否判断を、
消費者ニーズ（顧客動向）の変化の項目から読み
取ることができる。
〔課題と展望〕　経営高度化や国際化への対応、環
境問題、少子・高齢化問題さらには社会のデジタ
ルネットワーク化や IT 投資、IT 活用の動向な
ど、業種・業界を取り巻く環境変化をマクロ的視
野で把握し、業界が抱える諸問題と今後の対応・
改善策に言及する。

Ⅲ　業務内容・特性

〔製造業〕　製品の種類・グレード・特性・用途・
製造工程・主要生産加工設備・流通機構などを記
載した。取引先企業の取扱製品の内容、生産設備
等の理解は与信判断に不可欠である。特に主要使
用原材料は何か、原材料の安定入手は可能か、輸
入依存原材料か国産原材料かのチェックは重要で
ある。取引先企業の工場見学等実査にあたって
は、事前に理解しておくと有効である。
〔卸・小売業・サービス業〕　商品（サービス業
務）の種類・特性、流通経路、販売（営業）形態等を
記載した。取引先企業の取扱商品が消費者ニーズ
にマッチしたものか、従来の販売形態以外に時流
にマッチした販売形態をとる企業の出現はない
か、流通経路では、商品の仕入ルート、販売ルー
トの安定確保がなされているか、などの把握が重
要である。また、業界特有の取扱慣行を理解する。

Ⅳ　審査のポイント

〔取引形態と条件〕　当該業種の製品（商品）・原
材料の仕入・受注・販売等の取引形態、支払・回
収条件を記載した。業界の平均値を示してあるの
で、取引先企業からの融資申込内容と対比し、取
引条件の優劣判定の際に役立つ。取引先企業が業
界の取引条件よりかけはなれた不利な回収条件、
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向は、取引推進のための有力な情報となる。

Ⅶ　業界団体

　当該業種の主要団体名とその所在地、電話番号
を記載する（平成27年６月現在）。団体名の（公
社）は公益社団法人、（一社）は一般社団法人、
（公財）は公益財団法人、（一財）は一般財団法
人、（独）は独立行政法人、NPOは特定非営利活
動法人。本項は業界事情、関連データの照会、情
報入手の手がかりとして利用すると有効である。

支援に分けて、新規に取引を開始するうえでの留
意点・ポイント、取引アプローチ、取引メリット
等を記述。特に、新規取引先開拓にあたっては、
事前に本項目を理解したうえでアプローチすると
有効であり、営業店担当者必読の箇所といえる。

Ⅵ　関連法規制・制度融資等

　当該業種の関連法規制、利用しうる金融助成措
置（制度融資）、税務上の優遇措置を明示。本項
では特に、業界規制の動向に留意する。ビジネス
チャンス拡大につながる規制緩和等の法改正の動

主要経営指標の算出式

　経営指標である収益性、安全性、成長性、生産性などを示す主な財務比率と算出方式を以下に示した
が、業種・業界により、また、各種経営指標、調査・統計により、比率の計算方法や比率の分析意味が
異なる場合があるので、詳細については各種経営指標の原典を参照すること。
１　「TKC経営指標」の留意事項
　「TKC経営指標」の各年度は、調査対象企業の当該年における１月期から12月期までの決算期に作成
した財務データである。
　５年比較分析表は、各年における収録企業を分析対象にしており、同一企業による連続企業分析では
ない。
２　主な財務比率の算出方式
　１．収益性分析項目
Ａ．総合指標

Ｂ．資本回転率

業種別審査事典の見方・使い方

No. 経営指標名 計　　　算　　　式
１ 総資本営業利益率（％） 営業利益÷総資本×100
２ 総資本経常利益率（％） 経常利益÷総資本×100
３ 自己資本利益率（％） 税引前当期純利益÷自己資本×100

No. 経営指標名 計　　　算　　　式
４ 総資本回転率（回） 純売上高÷総資本
５ 総資本回転期間（日数） 総資本÷純売上高×365
６ 流動資産回転期間（日数） 流動資産÷純売上高×365
７ 現金・預金回転期間（日数） 現金・預金÷純売上高×365
８ 売上債権回転期間（日数） 売上債権÷純売上高×365
９ 棚卸資産回転期間（日数） 棚卸資産÷純売上高×365
10 その他流動資産回転期間（日数） その他流動資産÷純売上高×365
11 固定・繰延資産回転期間（日数） （固定資産＋繰延資産）÷純売上高×365
12 有形固定資産回転期間（日数） 有形固定資産÷純売上高×365
13 流動負債回転期間（日数） 流動負債÷純売上高×365
14 買入債務回転期間（日数） 買入債務÷純売上高×365
15 買入債務（支払基準）回転期間（日数）買入債務÷仕入代金支払高×365
16 固定負債回転期間（日数） 固定負債÷純売上高×365
17 自己資本回転期間（日数） 自己資本÷純売上高×365
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No. 経営指標名 計　　　算　　　式
18 売上高営業利益率（％） 営業利益÷純売上高×100
19 売上高経常利益率（％） 経常利益÷純売上高×100
20 売上総利益率（％） 売上総利益÷純売上高×100
21 材料費対売上高比率（％） 当期材料費÷純売上高×売上原価按分率×100
22 労務費対売上高比率（％） 当期労務費÷純売上高×売上原価按分率×100
23 外注加工費対売上高比率（％） 当期外注加工費÷純売上高×売上原価按分率×100
24 経費対売上高比率（％） 当期製造経費（除、当期外注加工費）

÷純売上高×売上原価按分率×100
25 販売費・一般管理費対売上高比率（％）販売費及び一般管理費÷純売上高×100
26 販管人件費対売上高比率（％） 販管人件費÷純売上高×100
27 営業外収益対売上高比率（％） 営業外収益÷純売上高×100
28 営業外費用対売上高比率（％） 営業外費用÷純売上高×100
29 支払利息割引料対売上高比率（％） 支払利息割引料÷純売上高×100

Ｃ．売上高利益率

　２．生産性分析項目
No. 経営指標名 計　　　算　　　式
30 １人当り売上高（月）（千円） （純売上高÷12）÷平均従事員数
31 加工高（粗利益）比率（％） 加工高（粗利益）÷純売上高×100
32 １人当り加工高（粗利益）（千円） （加工高（粗利益）÷12）÷平均従事員数
33 １人当り人件費（月）（千円） （人件費（当期労務費＋販管人件費）÷12）÷平均従事員数
34 労働分配率（限界利益）（％） 人件費（当期労務費＋販管人件費）÷限界利益×100
35 １人当り総資本（千円） 総資本÷平均従事員数
36 １人当り有形固定資産（千円） 有形固定資産÷平均従事員数
37 加工高設備生産性（％） 加工高（粗利益）÷有形固定資産×100
38 １人当り経常利益（月）（千円） （経常利益÷12）÷平均従事員数

No. 経営指標名 計　　　算　　　式
39 流動比率（％） 流動資産÷流動負債×100
40 当座比率（％） 当座資産÷流動負債×100
41 預金対借入金比率（％） 預金÷借入金×100
42 借入金対月商倍率（月数） 借入金÷（純売上高÷12）
43 固定比率（％） （固定資産＋繰延資産）÷自己資本×100
44 固定長期適合率（％） （固定資産＋繰延資産）÷（固定負債＋自己資本）×100
45 自己資本比率（％） 自己資本÷総資本×100
46 経常収支比率（％） 経常収入÷経常支出×100
47 実質金利率（％） （支払利息割引料－受取利息割引料）

÷（借入金－定期預金）×100

　３．安全性分析項目

　４．債務償還能力項目
No. 経営指標名 計　　　算　　　式
48 ギアリング比率（％） 有利子負債÷自己資本×100
49 自己資本額（千円） 自己資本

50 債務償還年数（年） （有利子負債－運転資金－現金・預金）÷（経常利益－法人税等＋
減価償却費合計）

51 インタレストカバレッジレシオ（倍） （営業利益＋受取利息・配当金）÷支払利息割引料
52 償却前営業利益（千円） 営業利益＋減価償却費合計
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　５．成長性分析項目

No. 経営指標名 計　　　算　　　式
53 対前年売上高比率（％） 今期純売上高÷前期純売上高×100
54 経常利益増加額（千円） 今期経常利益－前期経常利益

　６．損益分岐点分析項目

No. 経営指標名 計　　　算　　　式
55 損益分岐点売上高（月）（千円） （固定費÷12）÷（１－（変動費÷純売上高））
56 経営安全率（％） （１－（損益分岐点売上高÷純売上高））×100
57 限界利益率（％） （１－（変動費÷純売上高））×100
58 平均固定費（月）（千円） 固定費実績累計額÷12
59 固定費増加率（％） 今期固定費÷前期固定費×100

経営分析式に対する注解
１　平均従事員数＝年間累計月末従事員数÷12
２　預金＝当座預金＋普通預金＋定期預金
３　売上債権＝受取手形＋電子記録債権＋売掛金＋不渡手形＋不渡電子記録債権－貸倒引当金
　　なお、前受金を控除せず、割引手形は両建てを原則とする。
４　当座資産＝現金＋当座預金＋普通預金
　　　　　　＋定期預金＋受取手形＋電子記録債権
　　　　　　＋売掛金＋有価証券＋その他の当座資産
　　　　　　＋不渡手形＋不渡電子記録債権－貸倒引当金
５　棚卸資産＝商品＋製品＋半製品＋原材料＋仕掛品（半成品）＋貯蔵品
６　その他流動資産＝有価証券＋その他の当座資産＋前渡金
　　　　　　　　　＋前払費用＋短期貸付金＋未収入金＋立替金＋仮払金
　　　　　　　　　＋未収還付法人税等＋仮払消費税等
　　　　　　　　　＋繰延税金資産＋その他の流動資産
７　有形固定資産には建設仮勘定を含まない。
８　固定資産には建設仮勘定を含む。
９　買入債務＝支払手形＋電子記録債務＋買掛金
10　借入金＝短期借入金＋１年以内返済長期借入金
　　　　　＋割引手形＋割引電子記録債権＋長期借入金
11　流動負債には割引手形および割引電子記録債権を含む。
12　自己資本＝純資産の部－新株予約権
13　総資本＝資産の部合計
14　売上原価＝商品売上原価＋製品売上原価
15　商品売上原価＝期首の商品＋商品仕入高－期末の商品
16　製品売上原価＝期首の｛製品＋半製品｝
　　　　　　　　＋期首仕掛品棚卸高＋当期総製造費用
　　　　　　　　－期末の｛製品＋半製品｝
　　　　　　　　－期末仕掛品棚卸高
17　当期材料費＝期首材料棚卸高＋材料仕入高－期末材料棚卸高
18　当期労務費＝賃金＋賞与＋雑給＋法定福利費＋厚生費＋退職金
19　当期製造経費＝外注加工費＋電力費＋～＋リース料
20　売上原価按分率＝製品売上原価÷当期総製造費用
21　販管人件費＝販売員給与＋空欄（6119）＋役員報酬
　　　　　　　＋事務員給与＋従業員賞与＋厚生費
　　　　　　　＋空欄（6311）＋法定福利費
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22　加工高（粗利益）＝売上総利益＋｛当期総製造費用－当期材料費－当期外注加工費－当期消耗品費｝
　　　　　　　　　 ×売上原価按分率
23　固定費＝製品売上原価中の固定費＋販売費及び一般管理費
　　　　　＋営業外費用－営業外収益
　　製品売上原価中の固定費＝｛当期総製造費用－材料費－外注加工費－消耗品費｝－棚卸高増減中の固定費
24　変動費＝商品売上原価＋（製品売上原価－製品売上原価中の固定費）
25　経常収入＝売上収入＋営業外収入
　　売上収入＝純売上高－｛期末売上債権－期首売上債権｝
　　　　　　＋｛期末割引手形－期首割引手形｝
　　　　　　＋｛期末割引電子記録債権－期首割引電子記録債権｝
　　　　　　＋｛期末前受収益－期首前受収益｝
　　　　　　＋｛期末前受金－期首前受金｝
　　　　　　－貸倒償却
　　営業外収入＝営業外収益－｛期末未収入金－期首未収入金｝
26　経常支出＝売上原価＋販売費及び一般管理費＋営業外費用
　　　　　　＋｛期末棚卸資産－期首棚卸資産｝
　　　　　　＋｛期末前払費用－期首前払費用｝
　　　　　　＋｛期末前渡金－期首前渡金｝
　　　　　　－｛期末買入債務－期首買入債務｝
　　　　　　－｛期末未払金－期首未払金｝
　　　　　　－｛期末未払費用－期首未払費用｝
　　　　　　－｛期末空欄（2134）－期首空欄｝
　　　　　　－｛期末未払消費税等－期首未払消費税等｝
　　　　　　－｛期末退職給与引当金－期首退職給付引当金｝
　　　　　　－｛期末賞与引当金－期首賞与引当金｝
　　　　　　－減価償却費－貸倒償却－繰延資産償却
27　仕入代金支払高＝商品仕入高－｛期末支払手形＋期末電子記録債務＋期末買掛金＋期末空欄（2133）｝
　　　　　　　　　＋｛期首支払手形＋期首電子記録債務＋期首買掛金＋期首空欄（2133）｝
　　　　　　　　　＋｛期末前渡金－期首前渡金｝
　　　　　　　　　＋材料仕入高＋外注加工費
　　　　　　　　　＋消耗品費
28　有利子負債＝借入金－割引手形－割引電子記録債権
29　運転資金＝売上債権（割引手形を除く）＋棚卸資産－買入債務
30　法人税等＝法人税、住民税及び事業税＋過年度法人税等＋法人税等調整額
31　減価償却費合計＝減価償却費＋減価償却費
32　償却前営業利益＝営業利益＋減価償却費合計

※ （　）内の４桁の数値は、㈱TKC「財務三表システム」における勘定科目コードを意味する。


